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研究成果の概要（和文）：　本研究は、取引機会に制限があるという意味で「摩擦的な市場」を分析可能なサーチ理論
というアプローチを用いて、財市場と労働市場の間の相互作用を明らかにするための理論研究を行った。財市場も労働
市場も不完全競争になっており、さらに企業の生産性に分布があるような環境をモデル化し、そのモデルを用いて市場
規模と摩擦度の異なる2国間で貿易自由化が進んだ場合の産業構造への影響を分析した。貿易自由化の効果は単調では
なく、相対的な市場規模と摩擦度に応じて貿易自由化の効果が全く異なることが判明した。職業間の所得格差は、貿易
自由化によって産業が拡大した国において拡大するという理論的予測を得た。

研究成果の概要（英文）：This project investigated the interaction between the product market and the labor
 market from the perspective of search theory, which is a new theory suitable for analyzing the economic e
nvironment in which trading opportunities are limited because of market frictions. This project studied a 
model in which both the product market and the labor market are imperfectly competitive, and firms are het
erogeneous in terms of their productivity levels. Using the model, this project studied the impact of trad
e liberalization between two countries that are different in their market sizes and degrees of market fric
tions. The main result is that the impact of trade liberalization on a country's industrial structure depe
nds on the relative market size and the relative market friction. This project made a prediction that a co
untry that expands its industry as a result of trade liberalization will experience an expansion in income
 inequality across occupations.
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１．研究開始当初の背景 
(1) The Economist 誌 2009 年 7 月 18 日号の
特 集 テ ー マ は 「 What went wrong with 
economics」であった。2007 年秋に始まった
金融危機およびその後の経済危機が現代経
済学の信頼性を根本から揺るがしたという
のである。そのような立場は必ずしも学界の
コンセンサスではないが、現代経済学が大き
な宿題を与えられたことは間違いない。本研
究で注目したのは、マクロ経済学の主流とな
っている動学一般均衡モデルを微調整した
だけでは危機と呼べるほどの劇的な現象は
発生しないという事実である。なぜなら、多
くの動学一般均衡モデルはシミュレーショ
ン分析を想定しているため、均衡が一意に決
まるようにモデルを構築するからである。 
(2) 均衡の一意性とは、モデルの数学解が一
つだけ存在するという意味である。そんな一
つだけ存在する数学解を計算することで高
度なシミュレーションが可能になるが、モデ
ル上で発生する変動は、危機と呼べるほど劇
的にはならない。それに対して、戦略的補完
性を有するモデルでは数学解が複数存在す
ることが多い。そのような環境の特徴は、均
衡によって経済活動水準が異なることと、経
済主体の信念によって実現する均衡が異な
ること、さらに、人々の信念が変化すること
によってレジームシフトという現象が発生
し、以前とは全く経済活動水準の異なる均衡
へと経済が突如移動してしまう可能性があ
ることが挙げられる。 
(3) 分析上の挑戦は、具体的にどのアプロー
チを採用すれば複雑な相互依存関係を分析
できるのか、であった。本研究が着目したの
は財市場と労働市場の相互依存関係である。
特に、摩擦的な市場における取引を分析する
サーチ理論というアプローチに注目した。サ
ーチ理論の分析手法は 1970 年代ごろに生ま
れ、2000 年代に確立され、2010 年のノーベ
ル賞の対象となった。 
(4) 2010 年に発表された論文、Helpman and 
Itskhoki: “Labor Market Rigidities, 
Trade and Unemployment” Review of 
Economic Studies 77. 1100-1137 (2010) に
おいて、摩擦的な労働市場と独占的競争状態
の財市場が共存するモデルが開発され、その
モデルにおいて国際貿易の効果が分析され
た。本研究において財市場と労働市場の相互
依存関係を分析するヒントとなった論文で
ある。 
 
２．研究の目的 
(1) 不況期には家計は「給料が減っているし
失業リスクも高いのであまり支出を増やし
たくない」と考え、企業は「物が売れないの
で賃金を払えないし雇用も拡大できない」と
考える。こうした悪循環は財市場と労働市場
の間の相互フィードバックが原因で発生す
る。ロジックは単純であるが、こうした現象
を正確に記述したモデルは提案されていな

い。相互フィードバック発生に必要な要素は、
財市場の状況に依存して企業が雇用を決定
することと、労働市場の状態が家計の財・サ
ービス需要に影響を与える、という 2点であ
るが、それらを統一的な枠組みでモデル化す
るのは困難な挑戦であった。 
(2) 本 研 究 で は 、 Kudoh and Sasaki: 
“Employment and Hours of Work” European 
Economic Review 55. 176-192 (2011), （査
読有）において研究代表者が構築した労働市
場サーチ理論に対して財市場の不完全競争
を導入することで、財市場と労働市場の間に
相互依存関係を明らかにすることを目的と
していた。 
(3) さらに、Oyama, Sato, Tabuchi, and 
Thisse: “On the Impact of Trade on the 
Industrial Structures of Nations” 
International Journal of Economic Theory 
7. 93-109 (2011), （査読有）において研究
分担者が構築した国際貿易モデルの構造を
参考にすることで、企業の異質性（firm 
heterogeneity）が存在するなかで貿易自由
化が産業構造に与える影響、さらにはその結
果として労働市場に与える影響について考
察することを目的としていた。 
 
３．研究の方法 
(1) 本研究では、研究代表者と研究分担者に
よる共同研究を行い、その成果を共同論文に
まとめながら国内外で発表するという方法、
ならびに代表者と分担者の単独研究という
２つの方法で研究を進めた。 
(2) 1 ヶ月から 2 月に一度の頻度で研究の打
合せを行いながら、分析や論文執筆を共同で
進めた。 
(3) 打合せの中で重要な発見があった場合
には、適宜研究の方向性を微調整した。 
(4) 毎年研究テーマに関連する研究集会を
開催し、本研究に関する意見交換を行った。 
(5) 研究代表者は 2012 年 10 月から 12 月ま
での期間、欧州大学院（European University 
Institute）に客員研究員として滞在し、本
研究の推進に専念した。 
(6) 研究代表者は一橋大学と大阪大学の研
究会において、研究分担者は慶應義塾大学、
日本大学、ならびに小樽商科大学の研究会に
おいて本研究の途中経過を報告し、本研究の
改善に役立てた。 
 
４．研究成果 
(1) 前述の Kudoh and Sasaki (2011)ならび
に Oyama, Sato, Tabuchi, and Thisse (2011)
のそれぞれの要素を適切に組み合わせた結
果、市場規模と労働市場の摩擦度の異なる 2
国間で貿易自由化が進んだ場合の産業構造
への影響について詳細な分析が可能な理論
モデルの構築に成功した。 
(2) 貿易自由化が2国の産業構造に与える影
響は、財市場の規模と労働市場の摩擦の度合
いによって異なることが分かった。例えば、



市場規模の大きな
市場を開く場合、もしも
合いが強いがその程度は
ない、という場合、自由化が進むにつれて最
初は大国である
の後は徐々に労働市場の効率の良い
易を拡大していくことが分かった。その分析
結果が図１である。横軸が貿易自由化の度合
い、縦軸が製造業の規模を表す。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(3) 前述の
似た構造のモデルが完成したが、本研究のモ
デルでは「職業選択」という新たな要素が含
まれているために、「職業間の所得格差」と
いう新しいテーマを分析可能となった。
結果、貿易自由化によって自国と貿易相手国
において、
も縮小するのか、という重要な問いを分析可
能になった。
(4) 分析の結果、もしも企業の生産性分布が
パレート分布に従う場合、製造業の拡大はジ
ニ係数を引き上げる、つまり貿易拡大が職業
間の所得格差を拡大させることが判明した。
図２はパレート分布を仮定して貿易と職業
間所得格差についてシミュレーションを行
った結果である。実線が
ジニ係数を表す。
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線やジニ係数の計算方法に関する一般的知
見も得た。職業選択という要素があるために、
所得分布の
そ の 結 果 、 所 得 分 布 関 数 は 切 断 面
（truncation
動するので、これがローレンツ曲線やジニ係
数の計算を困難にする。本研究では、そのよ
うな特殊な環境下におけるローレンツ曲線
の性質を一般的に明らかにし、その結果が数
理統計やオペレーションズ・リサーチの分野
における
failure rate) 
を解明した。
(6) 
衡選択」のメカニズムと
（adaptive learning
と政府債務の問題について分析を行った。
応的期待とは、経済主体が「最小二乗法」な
どの、現実の経済において実際に経済予測に
利用されている方法と同じ方法で予測を行
うと仮定する分析手法であるが、一般的には
それによって均衡を一意に絞ることが可能
である。本研究では、適応的期待の導入だけ
では均衡を一意に絞ることができない状況
が発生した。財政赤字の存在によってその問
題が解決されたが、社会厚生の低い均衡がそ
れによって選ばれてしまうことが判明した。
(7) 
作用、ならびに均衡が複数存在する経済にお
ける均衡選択を研究する上で新たな知見で
あり、これらの研究成果の一部はすでに学会
報告や専門誌において報告されている。
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どの、現実の経済において実際に経済予測に
利用されている方法と同じ方法で予測を行
うと仮定する分析手法であるが、一般的には
それによって均衡を一意に絞ることが可能
である。本研究では、適応的期待の導入だけ
では均衡を一意に絞ることができない状況
が発生した。財政赤字の存在によってその問
題が解決されたが、社会厚生の低い均衡がそ
れによって選ばれてしまうことが判明した。

以上の結果は財市場と労働市場の相互
作用、ならびに均衡が複数存在する経済にお
ける均衡選択を研究する上で新たな知見で
あり、これらの研究成果の一部はすでに学会
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